
 

働き方改革実行計画（抄） 

（平成 29 年 3 月 28 日、働き方改革実現会議決定） 

 

 

１．働く人の視点に立った働き方改革の意義 

（２）今後の取組の基本的考え方 

日本の労働制度と働き方には、労働参加、子育てや介護等との両立、転職・再就職、副業・

兼業など様々な課題があることに加え、労働生産性の向上を阻む諸問題がある。「正規」、「非

正規」という２つの働き方の不合理な処遇の差は、正当な処遇がなされていないという気持

ちを「非正規」労働者に起こさせ、頑張ろうという意欲をなくす。これに対し、正規と非正

規の理由なき格差を埋めていけば、自分の能力を評価されていると納得感が生じる。納得感

は労働者が働くモチベーションを誘引するインセンティブとして重要であり、それによって

労働生産性が向上していく。また、長時間労働は、健康の確保だけでなく、仕事と家庭生活

との両立を困難にし、少子化の原因や、女性のキャリア形成を阻む原因、男性の家庭参加を

阻む原因になっている。これに対し、長時間労働を是正すれば、ワーク・ライフ・バランス

が改善し、女性や高齢者も仕事に就きやすくなり、労働参加率の向上に結びつく。経営者は、

どのように働いてもらうかに関心を高め、単位時間（マンアワー）当たりの労働生産性向上

につながる。さらに、単線型の日本のキャリアパスでは、ライフステージに合った仕事の仕

方を選択しにくい。これに対し、転職が不利にならない柔軟な労働市場や企業慣行を確立す

れば、労働者が自分に合った働き方を選択して自らキャリアを設計できるようになり、付加

価値の高い産業への転職・再就職を通じて国全体の生産性の向上にもつながる。 

働き方改革こそが、労働生産性を改善するための最良の手段である。生産性向上の成果を

働く人に分配することで、賃金の上昇、需要の拡大を通じた成長を図る「成長と分配の好循

環」が構築される。 

 

（３）本プランの実行 

（ロードマップに基づく長期的かつ継続的な取組） 

働き方改革の実現に向けては、前述の基本的考え方に基づき、改革のモメンタムを絶やす

ことなく、長期的かつ継続的に実行していくことが必要である。働き方改革の基本的な考え

方と進め方を示し、その改革実現の道筋を確実にするため、法制面も含め、その所期の目的

達成のための政策手段について検討する。 

 

２．同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善 

（１）同一労働同一賃金の実効性を確保する法制度とガイドラインの整備 

（法改正の方向性） 

職務内容、職務の成果・能力・経験等に対する正規雇用労働者とパートタイム労働者・有

期雇用労働者・派遣労働者を通じた公正な評価・待遇決定の推進や、そうした公正な待遇の

決定が、労働者の能力の有効な発揮等を通じ、経済及び社会の発展に寄与するものである等

の大きな理念を明らかにした上で、ガイドライン案の実効性を担保するため、裁判（司法判

断）で救済を受けることができるよう、その根拠を整備する法改正を行う。 
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